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人クラブ」の衰退についての記述が散見される 4。  
 会員数の減少という課題に直面している「老人クラブ」は、1998 年のピーク
時に 886 万人であった会員数が 2014 年には約 3 割も減少している。この間の
65 歳以上高齢者人口は 1.5 倍に増加し 3296 万人となっている 5。  
 ここ数年の報道で「老人クラブ」が減少傾向にあるという事実は広く知れ渡

















 会員数の減少に悩んでいるとはいえ、全国に 11 万クラブ、630 万人 10を擁す
る日本最大の高齢者を代表する団体であり、「高齢者の生活を豊かにする楽し




























































第１節  老人福祉法の施行をめぐって  
 




（1947 昭和 22 年 12 月）、②身体障害者福祉法（1949 昭和 24 年 12 月）、③生
活保護法（1950 昭和 25 年 5 月 4 日） 13、④社会福祉事業法（1951 昭和 26 年
3 月） 14、⑤精神薄弱者福祉法（1960 昭和 35 年 3 月） 15であり、1963（昭和
38）年になって、ようやく⑦老人福祉法（同年 7 月）が登場する。残された基

























 また高齢者そのものが少なかった。1950（昭和 25）年において、65 歳以上
の高齢者人口は 411 万人であり全人口に占める割合は 4.9％だった。80 歳以上




















































成立 26を待たねばならなかった。  
厚生省部内では既に将来の日本の高齢化と社会構造の変化に対応する年金制
度の構築の必要性が認識されていた 27。また、世論も現在の生活安定要求から

































医療費の無料化が実現した 32。  
高齢者は医療費の支払いを気にしないで診療を受けることのできる時代とな
った。だが同時に「福祉元年 33」と呼ばれた 1973 年は、秋にオイルショックが
起こり、高度経済成長の時代が終わった年でもある。恒常的な国民所得の上昇
に依拠した税収入増大を前提とした福祉政策は高度経済成長の終焉で見直しを
余儀なくされることになった 34。  
  

































 国民皆年金が実現した 1961（昭和 36）年の日本の平均寿命は男性 66.2 歳、
女性 70.8 歳だったが 20 年後には男性 73.8 歳、女性 79.1 歳となり、30 年後に
は男性 76.1 歳、女性 82.1 歳と伸びた。長寿化による年金支払い期間の長期化
は年金財政の悪化をもたらし 1994（平成 6）  年の年金改革法の成立を皮切り
に年金制度の財政面での見直しが続き、高齢者にとっては生活の安定に反する




したものであった。こうして「無料化」は 10 年で終了した 42。  
 1990 年代に入ると少子化が顕著 43となり、少数の若年層が増大する高齢者を
支える医療福祉システムの将来像への対応が求められるようになった。既に策
定されていた「高齢者保健福祉推進 10 ケ年戦略」（ゴールドプラン）44 では急
激な高齢化に対応できないとして、1994（平成 6）年に新高齢者保健福祉推進






1997（平成 17）年 12 月、介護保険法が成立し、2000（平成 12）年 4 月 1 日






























 以下の表は高齢者の家庭・家族がこの 30 年間でどのように変化したのかを
統計資料を引用して示したものである。  
 
高齢者の世帯 49  1980（S55）〝90（H2）2000（H12）〝10（H22）  
３世帯同居  50.1％   39.5％   26.5％   21.3％  
夫婦ふたり  16.2％   21.4％   27.1％   28.1％  
独り暮らし  10.7％   14.9％   19.7％   22.0％  
  「その他」   23.0％   24.2％   26.7％   28.6％  
高齢者世帯数（千）8495（24）10817（27）15646（34）20705（43）  
全世帯数（千）   35338   40273   45545   48638 
平均世帯人数    3.28 人   3.05 人  2.76 人   2.59 人  
＊1980 年から 10 年おきの高齢者（65 歳以上）のいる世帯の家族構成比率  
＊「その他」は「親との同居」や「未婚の子との同居」など  
＊高齢者世帯＝65 歳以上の高齢者のみ、又はこれに 18 歳未満の者が加わっ














総務省調査 54でもコミュニティ（自治会・町内会等）施策における課題に  
１ .地域におけるコミュニティ機能の低下  
２ .自治会等加入率の低下  
３ .構成員の高齢化・担い手不足  
４ .住民の連帯感の希薄化  



















1 2014 年７月３日  読売新聞  
2 2010 年 9 月 17 日 朝日新聞  
3 2010 年 5 月 日本経済新聞  
4 2014 年 12 月 11 日 福井新聞  
5 総務省統計局  HP 統計データ（高齢者人口より）  
6 『老人クラブに生きる』ｐ94 社会保険出版社  
7 『老人クラブの運営とその実務』ｐ27 全国社会福祉協議会刊  昭和 39 年  
8 老人福祉法（昭和 38 年 8 月試行）第 13 条第 2 項  
9 2015 年 厚生労働省  HP 
10 公益財団法人全国老人クラブ連合会 HP（老人クラブについて）  





13 1946（昭和 21 年）、維新政府の恤救規則 1874（明治 7 年、太政官通達）
や戦前の救護法 1929（昭和 4 年）等の各種救貧立法を統一する形で生活保
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た。昭和 22 年施行の日本国憲法第 25 条の生存権を具現化するため、保護
受給権を認め、不服申立制度を法定化した。教育扶助、住宅扶助を加え指定
医療機関を新設し、保護事務を行う補助機関に社会福祉主事を置き、補助機
関だった民生委員を協力機関とするなどの全面改正を 1950（昭和 25 年）
に実施して現行の生活保護法となる。  
14 戦前の社会事業法 1938 (昭和  13 年 ) に代わって制定された。社会福祉事
業の全分野の共通的基本事項を定めた。2000（平成 12 年）に法律名を改正
し社会福祉法となる。  
15 1999（平成 11 年）精神薄弱の用語の整理のための関係法律の一部を改正
する法律により、現在の知的障害者福祉法と改名された。  
16 1981（昭和 56 年）母子福祉法の一部を改正する法律により母子及び寡婦
福祉法と改正改名され、2014（平成 26 年）より母子及び父子並びに寡婦福
祉法と改正改名された。  
17 救護法 1929（昭和 4 年）により救護施設として制度化され、生活保護法
により、養護施設として位置づけられ、老人福祉法の実施により老人ホーム
と改称され、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホームに分か
れた。養老院の名称は 1895（明治 28 年）に東京で設立された「聖ヒルダ
養老院」にから見られる。  
18 総務省統計局資料  高齢者人口 就業別人口  
19 老人福祉法  第 1 章  第 2 条 （基本的理念）  
基本理念に関しては 1990（平成 2 年）の改正で「豊富な知識と経験を有す
る者」との文言が追加された。  
20 老人福祉法  第 1 章  第 3 条 の２ （基本的理念）  
21 老人福祉法  第２章  第 10 条 の三（支援体制の整備）   
22 老人福祉法  第２章  第 13 条 の２ （老人福祉の増進のための事業）  
23 1923（大正 12 年）恩給法が制定され、複雑だった公務員の恩給制度が一
元化された。  
24 1939（昭和 14 年）船員保険法  
25  1942（昭和 17 年）労働者年金保険法：男子工場労働者対象。  
1944（昭和 19 年）厚生年金保険法）：事務職と女性にも適用）に改称。  
26 1959（昭和 34 年）国民年金法：保険料の徴収は 1961 年 4 月開始    
















                                                                                                                                                     
経済成長の成果を既に退職していた高齢者にも及ぼすことができた。  






（昭和 30 年）の医療給付の２割税金給付を経て 1956（昭和 31 年）社会保
障制度審議会による「国民皆保険」体制への勧告に至る。医療保険制度に任
意加入から強制加入へと規定された新しい国民健康保険法が 1958（昭和 33
年）に成立し、翌 1959（昭和 34 年）に試行された。これにより 1961（昭
和 36 年）までに市町村は国民健康保険事業の実施を義務づけられた。  
31 国民健康保険法実施当初は定率 5 割負担。  
のち昭和 38 年に世帯主 3 割、昭和 43 年に世帯員定率 3 割となる。  









化は 1960（昭和 35）年の岩手県沢内村（65 歳以上の外来診療費無料化。
国保の給付率 10 割）に始まり、1965（昭和 40）年以降、地方自治体の福
祉政策の一環として無料化や負担軽減措置が広がり 1969（昭和 44）年には
東京都（70 歳以上高齢者（所得制限あり）の自己負担分公費全額現物給




2012 国立国会図書館  レファレンス  平成 22 年 2 月  
35 戦後冷戦体制の中で起きた朝鮮戦争やベトナム戦争などの地域戦争、植民
地らの独立を目指す AA 諸地域での独立紛争は起きている。  
36 OECD Health Statics 2015、社会保障人口問題研究所「人口統計」  
37 65 歳以上人口比率の到達年次が全人口比 7％から 14％になるまでに要した
年数は日本が 1970 年から 1994 年までの 24 年 (総務省統計局「国勢調査」
HP)でアメリカ 69 年（1945～2014）、イギリス 46 年（1930～1976）、ドイ
ツ 42 年（1930～1972）、フランス 114 年（1865～1979） (UN「World 




1985 年の改革では所得代替率を 69％にする目標が設定され、2000 年改革
では同 59％、2004 年改革では 50％に目標設定された。２つ目は支給開始
年齢の引き上げ。1994 年改革で、厚生年金の定額部分を 2001 年から 2013
年にかけて、60 歳から 65 歳に、2000 年改正で、厚生年金の報酬比例部分
も 2025 年までに 65 歳に引き上げられるようになった。現在（2015 年）、
12 
 
                                                                                                                                                     
政府部内の社会保障・税一体改革で、支給開始年齢の 65 歳以上への引き上
げが議論されている。  
39 老人保健法  第１章（総則）第１条（目的）に①医療費の適正化、②前期
高齢者に係る保険者間の費用負担の調整、③後期高齢者に対する適切な医療
の給付等を行うために必要な制度、を定めている。  




41「老人医療費の急増に関する実情調査」1979（昭和 54 年）総務庁  
 1:老人医療費無料化制度が適用されるに至ると受診日数が 60%増加。２ :医
療費は２倍増加。３ :  「病院のサロン化」「はしご受診」現象。  
42 70 歳以上では既存の医療保険制度から別建てにし、財源を公費（国 2/3、
都道府県・市町村が各 1/6）と既存の医療保険制度から折半して拠出。  
一部負担金として外来通院 1 ケ月 400 円、入院 1 日 300 円を自己負担。  
その後、1991（平成 3 年）の改正で、一部負担金が外来１ケ月 1000 円、入
院１日 800 円に引上げられた。2003 年の健康保険法改正では 70 歳未満の
患者の自己負担が 3 割に引き上げられた。  
43 1989 年の合計特殊出生率が 1.57 だったのが判明し「丙午（ひのえうま）」
という特殊要因で過去最低だった 1966(昭和 41)年の 1.58 を下回ったこと

















46国家行政組織法に基づき 1994（平成 6）年 10 月に発足した厚生大臣が任命
した委員から構成された専門委員会。  






















49 厚生労働省の統計資料  昭和 60 年以前は「厚生行政基礎調査」平成 2 年
以降は「国民生活基礎調査」から作成  
50  厚生省 「厚生行政基礎調査」（昭和 30 年）によると高齢者世帯（当時
は男 65 歳以上、女 60 以上の者のみで構成される世帯＝高齢者夫婦と独居
高齢者）は 42.５万世帯で全世帯の 2.2％に過ぎなかった。  
51 社会福祉事業法 1951（昭和 26 年）（現在の「社会福祉法」）に基づき都道
府県、市区町村を単位に設置されている社会福祉事業を推進する法人。  
52 民生委員法 1948（昭和 23 年）市町村の区域に配置される民間の奉仕者。
都道府県知事の推薦で厚生労働大臣が委嘱。無給、活動費支給。任期 3
年。担当地域の住民の生活状況を把握し福祉など公的サービスにつなげる。  
53 「認可地縁団体」として地方自治法第 260 条で位置づけられた「町又は字
の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成さ
れた団体（自治会、町内会、町会、部落会、区会、区など）」  
54 平成 25 年 4 月 1 日現在の総務省全国自治会町内会（許可地縁団体）調査  
55 『町内会の活性化モデルに関する研究』石栗伸郎  2009 関東学院大学  
14 
 





人クラブ」である。この規定に基づいて全国の「老人クラブ」に約 27 億円 1の
国庫補助 2が計上されている。  
 全老連は小地域ごとの  
「単位老人クラブ」を  
 ・地域を基盤とする高齢者の 30 名から 100 名の自主的な組織  
 ・仲間づくりを通じ、生きがいと健康づくり、生活を豊かにする楽しい活動  
 ・知識や経験を生かし、地域の諸団体と共同し、地域を豊かにする社会活動  
 ・明るい長寿社会づくり、保健福祉の向上に努める  

















全国老人クラブ連合会の資料 4によると「1946（昭和 21 年）3 月 21 日、千葉
県匝瑳（そうさ）市八日市場（旧八日市場町米倉地区）の米倉老人クラブが発
祥」 5であるとしている。  
大阪市民生局が全国に先駆けて老人クラブを設立していったのは 1950（昭和
25 年）からであり 6 、のちに市や区の社会福祉協議会とも連携して設立事業を


























１ .平均寿命の延長（女子にあってはすでに 70 歳を超えるに至った）  
２ .国民人口の老化（65 歳以上の人口が国民全体の 6％を超えた）  
 ３ .老人就業の困難性（55 歳ないし 57 歳定年制の現実。高齢者に冷淡）  
 ４ .家族制度の変革と私的扶養の困難性  






４を現在〔2014 年政府統計〕と同じ書きぶりで比較すると。  
 １→①平均寿命の延長（女性にあってはすでに 86 歳を超えるに至った）  
 ２→②国民人口の老化（65 歳以上の人口が国民全体の 26％を超えた）  
 ３→③老人就業の困難性（65 歳以上の就業率は男 45％女 25％）  
 ４→④家族制度と私的扶養  




















 第１回「としよりの日」となった 1951（昭和 26）年は未だテレビ放送はな
く、娯楽の中心はラジオ放送（普及率 63％ 13）と映画（大人 60 円 14）であり、
のちに家庭娯楽の中心となるテレビ放送は 1953（昭和 28 年）に開始 15される
が今日のように多様な娯楽が過剰に供給される生活環境ではなかった。  
  
 「老人クラブ」の上部組織として最初に設立されたのが 1957（昭和 32）年
大阪市老人クラブ連合会と徳島県老人クラブ連合会であり、以後各都道府県お
よび政令指定都市で老人クラブ連合会が結成される。そして 1962（昭和 37）
年に全老連が結成される 16。  
「老人クラブ」の数を全国的に調査したのは 1954（昭和 29）年が最初で、全
社協が行なった。次の全国調査は 1958（昭和 33 年）であり、1961（昭和 36）
年以降は厚生省が毎年実施している。   
 
   年       老人クラブ数     加入人数    加入率  
 1946（昭和 21）     1 以上（未確定）  （未確定）（60 歳以上で  
 1954（昭和 29）    112        （未確定）  老人クラブに  
 1958（昭和 33）   2400        （未確定）  加入している）  
 1960（昭和 35）   05029        （未確定）  
 1961（昭和 36）   09755         790826  
 1962（昭和 37）   14654        01122699  
 1963（昭和 38）   35872        02311789 





































 一、無差別性。参加を希望する老人を差別することなく会員に加える。  
 二、政治的、宗教的中立。老人クラブを特定の人の意図に利用されない。  
 三、地域。活動が円滑に行われる程度の同一小地域に居住する人々で構成。  
 四、会員。全老人対象。老人としての自意識があれば 60 歳未満も入会可。  
 五、会則。民主的運営のための基準を示し、会長以下の役員を規定。  









第２節 老人クラブ拡大の推移    
 
 老人福祉法の施行を弾みとして「老人クラブ」は全国規模で拡大した。  
















①  「教養の向上」  
老人大学をはじめとして各種の教養講座が老人クラブ活動でも設定された。
生涯学習や教育老人論 21が喧伝されはじめた。昭和 40 年代から 50 年代にかけ
て老年を迎えた高齢者の多数が高校（中等学校）や大学への進学を希望してい

























代以降、全国に広まった 24。  
④  「地域社会との交流」  
 現在では「子ども見守り運動」や「ひとり暮らし老人声かけ運動」が広範に
実践されているが、当初は（ⅰ）社会施設慰問、（ⅱ）社会奉仕活動：街灯点灯、






 1963（昭和 38年）の調査 25では 13205クラブ中、A毎週１回以上 1787（13.5％）、





 上記の調査をうけて翌々1965（昭和 40 年）厚生省は社会局長名で各都道府
県知事に「老人憩の家設置運営要綱」を通知した。全国に地域福祉施設として



























 老人クラブ関係国庫補助予算額 27と会員数の推移。（単位：百万円、万人）  
年  ㍼ 40 ㍼ 45 ㍼ 50 ㍼ 55 ㍼ 60 ㍻ 52 ㍻ 47 ㍻ 12 ㍻ 17 ㍻ 22 
額  240 390 1664 2229 2278 2913 3181 3050 3040 2760 
人  350 487 631 746 808 843 880 879 828  717 
 
 なお、表には記載されていないが、福祉元年と呼ばれた 1973（昭和 48）年




老人クラブの会員数が最大となるのは 1998（平成 10 年）の 886 万 9086 人
で、クラブ数も 13 万 4119 で最大となり、以後は減少し続けている。（別表）  
 「老人クラブ」は老人福祉法が施行されて以降、順調にその数を伸ばし、「元
気な高齢者」集団の主体的な福祉活動を展開した。その拡大の頂点は 1998（平







 「老人クラブ」は 60 歳以上を入会基準としているので加入率 28を算出すると
「老人クラブ」が発足して間もなく 37％（1965 年）となって以来、順調に伸
び続けており 15 年後の 1980（昭和 55）年には 51.0％となり、60 歳以上の人々
の半数は老人クラブ会員という「任意参加」の団体としては驚異的な数値とな
った。名実ともに日本の高齢者を代表する団体であるといえる。  
 しかし、ピークとなった 1980 年以降は加入率が急激に下降していく。  
数量的に最大（887 万人）となっている 1998 年は加入率が 32.3％であり、
18 年間で 1/2 から 1/3 に減少している。「老人クラブ」を取材した各種紙面で




第３節 老人クラブ加入者数の停滞    
 









 この『実践シリーズ』は補助金事業であり 2002（平成 14）年の発行「健康
活動事例集」で打ち切られた。この年の会員数は 870 万人強であり、活動内容
も多岐に渡っており「老人クラブ」は盛況を呈しているかに見える。  
 しかし、前節で記したように 1980（昭和 55）年の 51％を頂点として加入率
は下降を辿りはじめ補助金打切りの年には 28.3％にまで落ち込んでいた。  
 高齢者の集団であるから新規加入者がなければ組織は衰退する。  
 老人クラブは他の組織以上に常に新規加入者を必要とする組織である。  
1061 万人の高齢者がいて 745 万人（1980 年）の会員だったのが 2363 万人






  年  高齢者福祉  「老人クラブ」  
1990 年  





1995 年  
（平成 7）  
「新ゴールドプラン」策定  
高齢社会対策基本法  施行  
「老人クラブ 21 世紀プラン」  
策定  
2000 年  
（平成 12） 
「介護保険制度」開始  
「ゴールドプラン 21」策定  
「単位クラブ 21」 策定  
 2008 年（平成 20）  
「後期高齢者医療制度」開始  
2010 年（平成 22）  
「老人クラブ活性化３カ年計画」 
2013 年  
（平成 25） 
 「100 万人会員増強運動」発表  



















 「老人クラブ活性化３ヵ年計画」は会員加入増を主課題と定義し、 1 介護予
防、2 若手リーダー養成、3 一般高齢者（未加入高齢者）への呼びかけ、を三本
柱とする運動を三年間展開した。  





 「老人クラブ」の「停滞」に危機感を抱き対応した自治体もあった。  
 兵庫県は 2003（平成 15 年）（財）21 世紀ヒューマンケア研究機構に依頼し
て「都市部における老人クラブ活動の活性化方策を研究する」ために調査 29を
実施した。  



























   ・地域に即した会員増加数の目標設定と目標達成クラブの表彰  
   ・各地域の老人クラブの愛称募集と報奨金制度  
   ・“若手リーダーの養成・活用”運動  
   ・“健康づくり・介護予防運動”  
   ・“一般高齢者への呼びかけ”  
 ２）取り組みの成果  
   ・成果が見られるのは一部の地域に限定されている  
 ３）新たな運動要綱の作成  
   ・より実効性のある会員増加の方策  
こうして生まれた「100 万人運動」は以下の要綱で実施されている。  
①  老人クラブの基本理念  
・生きがいづくり（高齢期の充実）…趣味・文化・リクリエーション等  
  ・健康づくり（健康寿命を伸ばす）…健康学習・運動・体力測定等  
  ・仲間づくり（同世代の連帯・支え合い）…例会・声かけ・親睦・旅行等  
  ・地域づくり（社会貢献）…環境美化・リサイクル・ボランティア・交流  
②  趣旨  




③  運動期間  












加が必要である、という論法で「100 万人運動」が立案されている。  
 
 「100 万人運動」をまとめると、  
１、会員数の増加を主要な目標としている。  
２、目標に数値が設定されている。（最大時と今との差の半分が 100 万 31）  
３、全クラブへの共通実施運動として A 会員一人ひとりが「勧誘をおこなう」 
  B クラブを PR する C（クラブのない地域に）クラブをつくる  
とされた。  
 
 数値目標は以下のように設定された。（部分例）  
老連名  
H24 年  
会員数  
目標数（単位：人）  
平成 30 年  1 年あたり  5 年増加  
全 国  6499958 7499958 200000 1000000 
大阪府  280927 324147 8644 43220 
大阪市  71618 82636 2204 11018 
 
小単位「老人クラブ」には  
 ・「会員増強委員会」の設置…自己点検、地域対象者の把握  
 ・計画設定…増強目標の設定、勧誘の具体策を合意  
 ・町内会自治会との連携  




られず、2014（平成 26）年 3 月の会員総数は 626 万 9200 人となっている。

















1 1963（昭和 38 年）に 9700 万円が計上され 1998（平成 9 年）には３１億








奉納額（昭和 10 年）、志賀島還暦賀宴会『福岡市史近世』。明治 40 年：楽寿
老人会結成、大正 10 年：保津村老人会結成『市労連かめおか』2016。  
4 「老人クラブリーダー必携」全国老人クラブ連合会  





71952（昭和 27 年）までに大阪市内で 63 クラブが生まれた。最初の 8 年間で
182 クラブとなり、昭和 32 年に大阪市老人クラブ連合会が結成された。  
8 1947（昭和 22 年）兵庫県野間谷村（現、多可町）で 9 月 15 日に「高齢者




1963（昭和 38 年）老人福祉法公布「老人の日」制定。1966（昭和 41 年）





10 村田松男（東京都立新宿生活福祉課長「大阪の老人クラブ事はじめ」）  
11 2013 年の数値『平成 27 年版高齢社会白書』第 1 章高齢化の状況より  
12 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46 年）平成 24 年最終改正  
13 『放送五十年史』（1977 日本放送出版協会）  
1951（昭和 26 年）に NHK 以外の放送（商業ラジオ放送：中部日本放送、
新日本放送＝現毎日放送）が始まる。  
14 『映画館入場料の変遷』一般社団法人  日本映画製作者連盟 HP 
15 『放送五十年史』（1977 日本放送出版協会）NHK、と日本テレビ放送
網。白黒テレビ受像機の普及率が 50％を超えるのは 1961（昭和 36 年）  
16 『老人クラブリーダー必携』『老人クラブ関連年表』 2013 全老連編  
17 『老人クラブの運営とその実務』27－56 頁  
18 老人福祉法施行以前より老人クラブへの助成金があり、昭和 35 年度で 11




                                                   
26 
 
                                                                                                                                                     
20 「老人クラブ運営基準」厚生省 1963 
 1963（昭和 38 年）に全社協は老人クラブの活動調査を実施。 24149 事例の
うち趣味娯楽 10795 件（45％）教養座談 8159 件（34％）で 8 割近くを占め
社会奉仕 2345（10％）健康診断 255（1％）と活動の偏りが判明した。  
21 『高齢者の生きがいと生涯学習：教育老年学をめぐる問題から』258－274
頁 堀薫夫 2009 東洋館出版社  
22 『誰が中等学校に進学したか一近代日本における中等教育機会・再考一』
（大阪大学教育学年報）1997 菊池城司  ：『尋常小学校卒業者ノ動向二関ス
ル調査』 (文部省教育調査部、1938 年 3 月 )によると、日本の中等教育機会の




23 『カラオケ年表』一般社団法人全国カラオケ事業者協会 HP：1971 年、カ
ラオケ（小型ジュークボックス型）誕生。1976 年クラリオン社による業務用
カラオケ機器販売。1978 年同社より家庭用カラオケ機器販売。  
『カラオケの歴史』北海道大学高等教育機能開発総合センター  
24 日本経済新聞 2015 年 7 月 19 日朝刊：現在はゲートボール（競技人口 60
万人）よりもグラウンドゴルフ（同 300 万人）が高齢者スポーツとして愛好
されている。〔注：日本ゲートボール連合 HP では、競技人口は 200 万人。平
成 8 年の文部省調査でテニスを抜いて全国最多の施設数（ 7145）で高齢者の
健康増進に最も寄与するスポーツである、としている〕  
25 全社協「老人クラブ活動調査」昭和 38 年  
26 2008（平成 20 年）時点で全国 3923 か所に設置されている。老人福祉の施
設だが、老人福祉法で規定する老人福祉施設ではない。  
27 厚生省老人福祉予算統計（老人クラブ補助、市町村・都道府県老連補助）  
28 老人クラブ会員数÷60 歳以上人口  
29 対象者：55 歳以上の都市市民 2500 人、回収率 31.2％。都市部単位クラブ
500、回収率 81.6％。市町老連 88、回収率 51.1％。  
30 対象者：55 歳以上の市民  8000 人（無作為抽出）、回収率  39.5％  
31小単位クラブ 1 年間に 2 名の単純増加が 5 年で全国 111 万人増加となる。  
32 6269÷41747（千人）  
27 
 
第３章 「老人クラブ」の現状分析（アンケート調査）  
 
























柏原市・会員  柏原市・未会員  





























 説明と役員への配布：柏原 2015 年 3 月 27 日、東淀川 3 月 18 日。  






ト用紙セットが手渡された。  回答と返送期日は同じく 5 月末とした。  
 その結果、以下のアンケート件数の回答を得た。  
 
 会員配布  回答（回答率） 未会員配布  回答（回答率） 
東淀川  160 97（60.6％）  100 61（61％）  
柏原市  120 39（32.5％）  100 24（24％）  















第２節  アンケート調査の項目  
 
（１）質問項目（老人クラブ会員むけ）  
 1、基本属性： 1 年齢 2 性別 3 居住地域  4 職業  
 2、居住家族： 独居・夫婦・二世代同居・三世代同居・その他（施設など）  
 3、入会理由： 自主・勧誘  
 4、加入年齢  
 5、活動内容  
 6、満足度：  とても満足・満足・ふつう・不満  
 7、老人クラブに入って良かったこと  
 8、これからやりたいこと  
 9、会員増加のために行なったこと：  声かけ・ビラ配布・何もせず  
 10 老人クラブがもっとよくなるためのアイデア（記述式）  
 
（２）質問項目（老人クラブ未会員むけ）  
 1、基本属性： 1 年齢 2 性別 3 居住地域  4 職業           
 2、居住家族：独居・夫婦・二世代同居・三世代同居・その他（施設など）  
 3、入会しなかった理由                         
 4、活動内容（今している活動・今してみたい活動）            
 5、（未来に向けて）これからやりたいこと                
  
（３）項目設定の理由  
 1、基本属性  
    年齢：60 歳以上を入会基準としている「老人クラブ」の『高齢化』が
実際にどれくらい進んでいるのかを調査し、未加入者集団と比
較調査するため。  
    性別：未加入者との男女比の差異を比較調査するため。  
    地域：居住地域との関連を柏原と東淀川で比較調査するため。  
    職業：職業と入会未入会との関連を比較調査するため。  
 2、居住家族  
    回答者の居住家族条件が入会未入会に反映されているか比較するため。 
 3、入会（非入会）理由  
    会員については、入会のきっかけを調査するため。  
    未加入者については、その理由を調査するため。  
 4、加入年齢（会員の皆様のみ）  
    60 歳入会基準の考察と会員増減の時期を把握する資料とするため。  
4、活動内容（会員の皆様のみ）  
    「老人クラブ」の活動内容を把握するとともに、それが未加入の方々
との志向と相違があるのか又は合致しているのかを調査するため。  
    （教養の向上）学習会見学会  
30 
 
    （健康の増進）ゴルフ・ゲートボール、他のスポーツ  
    （リクレーション）カラオケ、食事会、旅行  
    （地域社会との交流）近所の見回り、地域の子どもとの交流、  
ボランティア活動  
5、満足度（会員皆様のみ）  
   会員の「老人クラブ」への満足度を調査するため。  
 6、入会して良かったこと（会員の皆様のみ）  
   会員の満足の理由を具体的に把握するため。  
 7、これからやりたいこと  
   会員（高齢者）の今後の一般的行動希望を把握するため。  
また、未加入者との将来に対する意識の差異を調査するため。  
 8、会員増加のために何をしたか（会員の皆様のみ）  
   全老連が呼びかけている「100 万人運動」の徹底度を調査するため。  
 9、老人クラブがもっとよくなるアイデア（会員の皆様のみ）  
   会員に「老人クラブ」改善の意識または危機意識があるか調査するため。  
 


























第３節  アンケートの結果  
                  
（１）  老人クラブ会員の皆さまからのアンケート  
 
＊基本属性（年齢）  平均値 77.2 歳 最年少 65 歳 最年長 97 歳  
         60 代 7 名 70 代 85 名 80 代 40 名 90 代 4 名   
（性別） 男性 54 名   女性 82 名  
（家族） 独居（ひとり暮らし）32 名 夫婦ふたり（ふたり暮らし）63 名  
夫婦と子と孫（夫婦と子の家族）22 名 子や孫（本人と子の家族）15 名  
その他（施設その他）4 名      
（職業） 主婦46名 自営業8名 会社員1名  無職80名 その他1名  
 
＊「老人クラブ」入会のきっかけ  
申し込んだ 23  勧誘された  109  その他 4 
 
＊加入年齢 （平均  67.3歳 最若55歳 最年長85歳）  
50歳代5名 60歳代70名 70歳代56名 80歳代5名老人クラブ活動について  
＊「老人クラブ」への満足度  
とても満足16名（12％）満足52名（38％）ふつう68名（50％）不満 0名  
＊どのような活動をしているか〔回答重複〕    
1旅行  75（55％）    5ボランティア 34（25％）  9特になし 10（7％）  
2カラオケ54（40％）    5ゴルフ・ゲートボール 34（25％）  
2食事会 54（40％）    7近所の見回り 27（20％）  10他のスポーツ 6 
4学習見学36（27％）    8地域交流   26（19％）       （4％）  
 
＊これから、どのような活動をしたいか〔回答重複〕  
1旅行  42（32％）    5ボランティア 29（21％）  9特になし 9（7％）  
2学習見学42（31％）    6近所の見回り 23（17％）  10他のスポーツ 4 
3カラオケ35（26％）    7ゴルフ・ゲートボール 20（15％）   （3％）  
4食事会 32（24％）    8地域交流   18（13％）  
 
＊未加入の人に勧誘をしたか  
1声かけをした  67（49％）  3ビラを渡して声かけをした 10（7％）  
2何もしていない  57（42％）  4ビラを渡した       2（2％）  
 
＊「老人クラブ」活性化のためのアイディア  
記入あり19件（記入なし 117件）  
19件のうち「会員をふやすこと」との記述 11件。  




（２）  未加入の方々からのアンケート  
 
＊基本属性（年齢）  平均値 69.9 歳 最年少 58 歳 最年長 86 歳  
      50 代 2 名 60 代 40 名 70 代 36 名 80 代 7 名   
（性別） 男性 27 名   女性 58 名  
（家族） 独居（ひとり暮らし）17 名 夫婦ふたり（ふたり暮らし）37 名  
夫婦と子と孫（夫婦と子の家族）15 名 子や孫（本人と子の家族）13 名  
その他（施設その他） 3 名      
（職業） 主婦28名 自営業12名 会社員12名 無職28名 その他5名  
 
＊「老人クラブ」に勧誘されたことがあるか  
 勧誘されたことがある 45（53％）  勧誘されたことがない 40（47％）  
 
＊地域の「老人クラブ」を知っているか  
 知っている 51（60％） 知らない 34（40％）  
 
＊「老人クラブ」に入会しない理由〔回答重複〕  
1誘われなかったので    45（53％）  4ひとりが良い18（21％）  
2「老人」という名前がイヤ 23（27％）  5誘われたけど15（18％）  
3忙しい         19（22％）  6他に入っている14（ 17％）  
 
＊好きな活動・してみたい活動  〔回答重複〕  
1旅行    35（ 41％） 5ボランティア  16（19％）8地域交流  4（5％）  
2学習見学  28（ 33％） 6他のスポーツ  8（9％） 10ゴルフ・ゲート  
3カラオケ  25（ 29％） 7近所の見回り  6（7％）  ボール 2（2％）  
4食事会   23（ 27％） 8高齢者の世話  4（5％）  
 
＊これから何をしたいか   〔回答重複〕      
1趣味や楽しみ 39（46％） 5友人をふやす 20（24％）9新しい仕事をしたい  
2家族となかよく38（45％） 5地域に貢献 20（24％）      4（5％）  
3旅行したい  37（44％） 7仕事を続ける 14（17％）10その他１（ 1％）  






























 136 名の会員さんが何年前に入会されたかを表にすると、  
年前  







無（０枚）だったが「ふつう」との回答が 50％であった。  
 確認③：「老人クラブ」の活動を会員はほぼ満足している。  
 




 確認④：従来からの「リクレーション」での満足が高く、「地域社会との交  
 65歳～74歳  75歳～84歳  85歳～  
大阪府全体  65.5％（196万人）  27.8％（83万人）  6.7％（20万人）  
老人クラブ  31.6％（43人）  58.1％（79人）  10.3％（14人）  
0～5 6～10 11～15 16～20 21～25 26～30 31～  













 「会員」136名と「未加入」 85名の同居家族関係をクロス集計し、χ 2検定を


















別にクロス集計し、χ 2検定を行った。その結果、  
「カラオケ」   χ 2＝0.357、有意差なし  
「食事会」   χ 2＝0.349、有意差なし  
「学習会見学会」χ 2＝0.102、有意差なし  
「旅行」    χ 2＝2.093、有意差なし  
「ボランティア」χ 2＝0.202、有意差なし  
「ゴルフ・GB」  χ 2＝8.905、有意差あり  
「他のスポーツ」χ 2＝4.265、有意差あり  
「近所の見回り」χ 2＝4.538、有意差あり  
「地域交流」   χ 2＝4.245、有意差あり  であった。  
















Ａ地域差：柏原地域では 33％なのに対して東淀川地域では 53％であった。  
 「会員」の「何もしなかった」比率が柏原 18％：52％東淀川と呼応する。  
Ｂ年代差：70歳未満の方々は 62％であり70歳以上の42％を上回っている。  
 「若い」高齢者ほど「老人クラブ」への入会の勧誘をうけていない。  










 確認⑩：勧誘されなかったことが未加入の第１原因となっている。この傾向   





確認⑪：「老人」という文言への抵抗感は若い高齢者に多く、 70歳未満では  














































































＊老人クラブへの入会・未入会への差異は年齢と職業有無に認められ、家族構   
 成や行動志向には有意差が認められなかった。  
＊若い高齢者（70 歳未満）には勧誘がされていない場合が多く、仕事などで多   





1 平成 22 年国勢調査人口基本集計  
2 内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成 23 年）  
60 歳以上の高齢者のうち過去 1 年間に何らかの活動に参加した人の割合は
47.0％（男性 51.5％、女性 43.0％）  
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第 4 章 老人クラブの現状分析（担当者インタビュー）調査  
 





































作成して、最後にカテゴリー間の関係性を図式化した。   
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第２節 結果と考察  
 























の社会活動が充分に PR されていないと述べられた。【地域福祉】  
＊「100 万人運動」について、勧誘した時の未加入の方々から「メリット」を
問い返される事が多く、「地域のため」「近所のお年寄りが仲良く」といった















〔インタビューから導き出した概念と概念の定義〕   
 
№  概 念  定 義  
1 危機意識  「老人クラブ」活動の衰退に対する感情  
2 会員獲得  新規「老人クラブ」会員の加入  
3 ノルマ達成  上部組織から要請された新規加入会員  
4 声掛け運動  「老人クラブ」会員による勧誘活動  
5 地域福祉  ご近所や地域への貢献  
6 クラブ役員  「老人クラブ」クラブを運営する人たち  
7 老人クラブの主体性  「老人クラブ」会員による自主的主体的な活動  
8 煩雑な補助金  「老人クラブ」活動に必要な資金獲得の作業  
9 町会・自治会  地域における日常生活での近所との連携  












100 万人運動  
 
2 会員獲得  
 
会員減少  
1 危機意識  
3 ノルマ達成  












5 地域福祉  
9 町会・自治会  
10 広報  
従来通り  
6 クラブ役員  
7 老人クラブの主体性  















        
      一定数の会員加入  
                           ＰＲ！  
               会員増加         広報活動が必要  
 老人クラブ担当職員からの勧誘     徹底せず  
         連携      ↑↑  
              声掛け勧誘  
活             老人クラブ役員    
動          ←（不在）担い手（活発）→            活 
停     煩雑な事務     （危機意識）     地域福祉    性 
滞  従来通りの活動    100 万人運動  ボランティア活動    化  
             各クラブへノルマ提示  
                ↓↓            連携   
             動かない会員           町会‣自治会  
                ↓↓  
    『任意団体』        ↓↓       老人クラブ  
    見えないメリット      会員減少       担当職員の  
         60 歳で老人！              サポート  
      「老人」であることの拒否  
 












＊「老人クラブ」による地域社会への貢献を PR することが活性化につながる。  
＊「任意団体」である「老人クラブ」への加入は無理強いできない。  








































1 昭和 26（1951）年制定、現在の「社会福祉法」  
2 全国社会福祉協議会ＨＰ  
3 2009 年、全国老人クラブ連合会報告など  
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第５章 老人クラブをめぐる課題と展望  
 











































































































































平成 27 年度高齢社会白書（内閣府）92ｐ [老人クラブ数と会員数の推移 ]（資
















































































でき『町内会・自治会活性化の課題』（伊藤）の論旨 13が理解できる。  





























1 前田信彦『アクティブ・エイジングの社会学』ミネルヴァ書房  2006 
2 田沼靖一『ヒトはどうして老いるのか－老化・寿命の科学－』筑摩書房
2002 
3 厚生労働省「ゴールドプラン 21」2000 
4 平成 26 年、大阪府 25.7％に対して岩手県 29.6％で調査地域は 40％近い。  
5 熊谷智義『岩手県老人クラブ活動の事例研究』  岩手大学  2008 
6 1974（昭和 49）年～2002（平成 14）年まで刊行された小冊子（第２章 -3）  
7 平成 23 年「高齢者の『暮らしの支え合い』について」調査をはじめ  
 「高齢者と食生活」「高齢者と薬」「暮らしの中の耳の聞こえ」など、ほぼ毎
年の各種調査を全老連が実施している。  
8 小島修『老人クラブ、カーネギーで歌う－奇跡はこうして実現した』  岩波
書店 2011 
9 『～カーネギーで歌う~』ｐ73～74 
10 小玉敏江、森千鶴、佐藤みつ子  日本保健福祉学会  2009 
11 伊藤雅春『町内会・自治会活性化の課題－大都市周辺部の町内会・自治会
のアンケート調査から－』愛知学泉大学 2010 
12 千葉県議会、東京都区議会、議事録 2012 
13 戦前戦後を通じて存続している町内会自治会が活動の多様性という課題に
対応できない状況に直面し、役員と会員との認識のズレが生じている。  
 地域福祉やリサイクル、文化事業などへの活動を提案している。  
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「国民年金法の解説」 小山進次郎 1959 
「老人クラブ運営基準」厚生省 1963 
「老人クラブの運営とその実務」社会福祉施設研究会 全国社会福祉協議会 1964 
「老人福祉の方向」（老人クラブ双書）森幹郎 社会保険出版社 1968 
「誰が中学校に進学したか－近代日本における中等教育機会－」菊池誠治 大阪大
学教育学年報 1997 
「老人福祉論」社会福祉士養成講座 中央法規 2004 
「老人クラブに生きる」（老人福祉双書）小林文成 社会保険出版社 1970 
「老人クラブ関係資料集－昭和 55 年度－全国老人クラブ連合会 1980 
「老人クラブを見直す－その活性化のために－」村田松男ミネルヴァ書房 1987 
「老人クラブ実践シリーズ～健康活動事例集」全国老人クラブ連合会 1987 
「地域社会の二重構造と都市町内会」 長田攻一 早稲田大学社会学紀要 1990 
「都市部における老人クラブ参加高齢者の健康・生きがい・基礎体力に関する研究」  
森谷契、新国三千代、布上恭子、福地保馬  高齢者問題研究 No7  1991 
「老人クラブ実践シリーズ～生産活動事例集」全国老人クラブ連合会 1993 
「老人クラブ実践シリーズ～在宅福祉を支える友愛活動事例集」同上 1994 
「創立 30 周年記念誌－市老連 30 年の歩み－」柏原市老人クラブ連合会 1994 
「吹高連四十年のあゆみ」 吹田市高齢クラブ連合会 2001 
「ヒトはどうして老いるのか－老化・寿命の科学」田沼靖一 筑摩書房 2002 
「町内会・自治会活性化の課題―大都市周辺の町内会・自治会のアンケート調査か
ら―」伊藤雅春  愛知学泉大学コミュニティ政策学部紀要  2005 
「アクティブエイジングの社会学」前田信彦 ミネルヴァ書房 2006 
「高齢者による環境活動と地域形成」 熊谷知義 岩手大学紀要 2008 
「高齢者の生きがいと生涯学習」 堀薫夫 東洋館出版 2009 
「老人クラブ世話役の特性」小玉敏江、森千鶴、佐藤みつ子 保健福祉学会誌 2009 
「住民自治的非営利組織としての町内会の活性化モデルに関する研究」 石栗伸郎  
関東学院大学 経営学博士論文 2009 
「老人クラブ活性化３ヵ年計画―健康活動・若手育成・活動への体験参加－」2010 
「高齢者によるサロン活動を広げよう！－取り組み実践から―」 同上 2010 
「厚生労働白書 平成 23 年度版」 2011 
「高齢者の『暮らし支え合い』について」 全国老人クラブ連合会 2011 
「日本の老人保健制度の歴史」 中澤港 公衆衛生学 2011 年 
「老人クラブ、カーネギーで歌う」小島修 岩波書店 2011 
「地域支え合い活動事例集」 全国老人クラブ連合会  2011 
「老人クラブ活動マップ 2012－健康・友愛・奉仕・まちおこし―」 同上 2012 
「松原市老人クラブ連合会記念誌－50 年のあゆみ－」元希者クラブ松原 2013 
「老人クラブリーダー必携」 全国老人クラブ連合会 2013 
「クラブの絆が笑顔を広げる―東日本大震災被災地での老人クラブ活動―」 2013 
「老人クラブ 100 万人会員増強運動 5 ヵ年計画」（平成 26～30 年度）2014 
「国民生活基礎調査 平成 26 年版」厚生労働省 2014 





















  アンケート（表面と裏面）にお答えのうえ、封筒に用紙をいれて  
郵便ポストに投函してくださいますようお願い申し上げます。  
 
  なお、アンケートは上記の研究目的のみに利用し、他のいかなること 
  に使用することはいたしません。   
  研究結果をご覧になりたい方は下記（植田の携帯電話 090-***-****）まで 
  電話にて問い合わせをお願いします。ご希望確認のうえ送付いたします。  
                      平成 27 年 3 月 
関西福祉科学大学大学院生  
社会福祉学臨床福祉学専攻 植田和平 
大阪府柏原市旭が丘 3-11-1   090-****-**** 
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資料２     老人クラブ会員の皆さまへのアンケート 
この用紙の表と裏にある13個（①～⑬）のアンケートにお答えください。 
（  ）に「ことば」や「数字」を、《  》に、あてはまるものを○で囲んでください。 
①  年齢は（    ）才 
②  性別は《 男 ・ 女 》 
③  所属されているクラブの名称は（             クラブ ） 
④  《 主婦・ 自営業 ・ 会社員 ・ 公務員 ・ 無職 ・ その他 》 
⑤  同居の家族《 なし ･ 妻 ・ 夫 ・ 息子 ・ 娘 ・ その他  》 
⑥ 老人クラブに入った理由に○をしてください。いくつでもけっこうです。 
  Ａ、興味があったので老人クラブへの加入を申し込んだ 
  Ｂ、老人クラブの会員さんから誘っていただいたから 
  Ｃ、家族・友人・知人から加入をすすめられたから 
  Ｄ、その他（                    ） 
⑦ 何歳で老人クラブに加入されましたか。（    ）才のときに加入した。 
⑧ 老人クラブでどのような活動をされていますか。いくつでもけっこうです。 
《 Ａ、カラオケ  Ｂ、食事会  Ｃ、学習会・社会見学  Ｄ、旅行   
 Ｅ、ボランティア活動 Ｆ、ゴルフ・ゲートボール  Ｇ、他のスポーツ 
 Ｈ、近所の見回り Ｉ、地域の子どもとの交流 Ｊ、特に活動はしていない 
Ｋ、その他（                      ）  》 
55 
 
             アンケート つづき 
⑨ 老人クラブの活動について、どれくらい満足されていますか。 
《 とても満足 ・ 満足 ・ ふつう ・ 不満 》 
⑩ クラブに入ってよかったことは何ですか。いくつでもけっこうです。 
《 Ａ、友人・知人ができた  Ｂ、楽しみがふえた   Ｃ、趣味がふえた 
  Ｄ、近所の人々によろこんでもらえた   Ｅ、地域に貢献できた 
  Ｆ、自分の特技や技能が役に立った 
Ｇ、その他（                        ） 》  
⑪ これから、してみたい活動は何ですか。いくつでもけっこうです。 
《 Ａ、カラオケ  Ｂ、食事会  Ｃ、学習会・社会見学  Ｄ、旅行   
 Ｅ、ボランティア活動 Ｆ、ゴルフ・ゲートボール  Ｇ、他のスポーツ 
 Ｈ、近所の見回り Ｉ、地域の子どもとの交流 Ｊ、特に活動はしていない 
 Ｋ、その他（                      ）  》 
⑫ クラブの会員をふやすためにしたことは 
《 Ａ,声かけをした  Ｂ,勧誘ビラをわたした  Ｃ,何もしていない 
 D,その他（                       ） 》   
⑬ クラブがもっと良くなるというアイデアがあれば書いてください。 






（  ）に「ことば」や「数字」を、《  》に、あてはまるものを○で囲んでください。 
①  ご住所は（     ）市･町 
②   ご年齢は（    ）才 
③  性別は《 男 ・ 女 》 
④  《 主婦 ・ 自営業 ・ 会社員 ・ 公務員 ・ 無職 ・ その他 》 
⑤  同居の家族《 なし ･ 妻 ・ 夫 ・ 息子 ・ 娘 ・ その他  》 
⑥  あなたの地域の老人クラブを知っていますか《 はい ・ いいえ 》 
⑦  老人クラブに入っていますか 《  はい ・ いいえ  》 
⑧ 《いいえ》と答えた方に、クラブに入っていない理由をお答えください。 
あてはまるものの記号に○をしてください。いくつでもけっこうです。  
Ａ、入会の誘いがなかった   
Ｂ、入会を誘われたが入らなかった 
  Ｃ、老人クラブの名前が気にいらない   
Ｄ、他に入っている団体がある →（団体名             ） 
  Ｅ、ひとりでいるのが好き          
Ｆ、忙しくて参加できない 
  Ｇ、その他（                      ）  
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              アンケートつづき 
⑨ 好きな活動、してみたい活動は何ですか。いくつでもけっこうです。 
《 Ａ、カラオケ  Ｂ、食事会  Ｃ、学習会・社会見学  Ｄ、旅行   
 Ｅ、ボランティア活動 Ｆ、ゴルフ・ゲートボール  Ｇ、他のスポーツ 
 Ｈ、近所の見回り Ｉ、地域の子どもとの交流 Ｊ、近所の高齢者の世話 






  Ｅ、あたらしい技術や知識を身につけたい   
Ｇ、自分の特技や技能を役に立たせたい  




L、その他（                          ）  






                                
インタビュー対象者 
 柏原市社会福祉協議会（大阪府柏原市大県 4丁目 15−35）老人クラブ担当職員 














① 役職〔所属機関・部署・職階〕②担当老人クラブ名 ③担当している期間 
 
2、インタビュー項目 
  ① 担当されている地域の特性（住民構成、地域の歴史、住民活動） 
②  担当されている老人クラブの活動内容（現在、過去、現在と過去との比較） 
③  老人クラブとの関わりの頻度・関係性の構築状況（役員、一般会員との意思疎通） 
④  老人クラブ加入状況（全老連試算にもとづく地域割り当て『増加会員数』を基本に） 
⑤  加入状況をふまえた分析〔状況分析、課題、意見、展望〕 
⑥  高齢者の社会参加と担当老人クラブとのコラボレーションの可能性について 
⑦  エピソード（老人クラブと関わる中で生まれたエピソード） 
⑧  感想 
 
3、 インタビュー協力への謝辞を述べ終了。引き続き、調査研究への協力をお願いする。 
  調査研究の結果と成果を報告する旨を約束する。 
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平成 27年   月   日 
 
 
[機関名]                     
 
 









基本属性（年齢） 平均値 77.23 最年少 65 最年長 97 中央値 77 
会員の年代 60歳代 70歳代 80歳代 90歳代 合 計 
柏原市 1 23 13 2 39（男5、女34） 
東淀川区 6 62 27 2 97（男49、女48） 
合 計 7 85 40 4 136（男54、女82） 
基本属性（家族） 
居住 独居 夫婦 夫婦と子 子や孫 その他 合計 
柏原市 10 13 9 6 1 39 
東淀川区 22 50 13 9 3 97 
合 計 32 63 22 15 4 136 
基本属性（職業） 
職 業 主婦 自営業 会社員 無職 その他 合計 
柏原市 22 3 1 12 1 39 
東淀川区 24 5 0 68 0 97 
合 計 46 8 1 80 1 136 
 
「老人クラブ」への入会のきっかけ 
入会動機 申し込んだ 勧誘された その他 合計(%) 
柏原市 5 (12.8) 34 (87.2) 0   (0) 39 (100) 
東淀川区 18 (18.6) 75 (77.3) 4 (4.1) 97 (100) 
合計 23 (16.9) 109 (80.1) 4 (2.9) 136 (100) 
いつ加入したか   平均値67.31 最若55 最年長85 中央値68 
加入年代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代 合計 
柏原市 3 26 7 3 39 
東淀川区 2 44 49 2 97 
合 計 5 70 56 5 136 
いつ加入したか   現在の年齢とのクロス表 




60歳代 0 7 0 0 7 
70歳代 2 39 44 0 85 
80歳代 3 23 11 3 40 
90歳代 0 1 1 2 4 





 とても満足 満足 ふつう 合計 (%) 
柏原市 10 (25.6) 18 (46.2) 11 (28.2) 39 (100) 
東淀川区 6  (6.2) 34 (35.1) 57 (58.8) 97 (100) 
60歳代 0    (0) 2 (28.6) 5 (71.4) 7 (100) 
70歳代 11 (12.9) 32 (37.6) 42 (49.4) 85 (100) 
80歳代 5 (12.5) 15 (37.5) 20 (50.0) 40 (100) 
90歳代 0    (0) 3 (75.0) 1 (25.0) 4 (100) 
女 性 12 (14.6) 31 (37.8) 39 (47.6) 82 (100) 
男 性 4  (7.4) 21 (38.9) 29 (53.7) 54 (100) 
合計 16 (11.8) 52 (38.2) 68 (50.0) 136 (100) 
 
どのような活動をしているか  合計数（全体の％）柏原・東淀川 
カラオケ 54（39.7） 18・36 GBall,GGolf 34（25.0） 5・29 
食事会 54（39.7） 27・27 他スポーツ 6（4.4） 1・5 
学習会見学会 36（26.9） 15・21 近所の見回り 27（19.9） 12・15 
旅行 75（55.1） 25・50 地域交流 26（19.1） 7・19 
ボランティア 34（25.0）  9・25 特になし 10（7.4）  3・7 
 
これから、どのような活動をしたいか 合計数（全体の％）柏原・東淀川  
カラオケ 35（25.7） 10・25 GBall,GGolf 20（14.7） 1・19 
食事会 32（23.5） 15.17 他スポーツ 4（2.9） 1・3 
学習会見学会 42（30.9） 17・25 近所の見回り 23（16.9） 8・15 
旅行 43（31.6） 10・33 地域交流 18（13.2） 7・11 














柏原市 25 (64.1)  1 (2.6) 6 (15.4) 7  (17.9) 39 (100) 
東淀川区 42 (43.3) 1 (1.0) 4  (4.1) 50 (51.5) 97 (100) 
60歳代 2 (28.6) 0   (0) 1 (14.3) 4 (57.1) 7 (100) 
70歳代 44 (51.8) 0   (0) 6  (7.1) 35 (41.2) 85 (100) 
80歳代 19 (47.5)  2   (5) 3  (7.5) 16 (40.0) 40 (100) 
90歳代 2  (50)  0   (0) 0    (0) 2   (50) 4 (100) 
女 性 40 (48.8) 1 (1.2) 5  (6.1) 36 (43.9) 82 (100) 
男 性 27 (50.0) 1 (1.9) 5  (9.3) 21 (38.9) 54 (100) 







職業 主婦 自営業 会社員 無職 その他 合計 
50歳代 0 0 0 1 1 2 
60歳代 13 6 12 6 3 40 
70歳代 12 5 0 19 0 36 
80歳代 3 1 0 2 1 7 
合計 28 12 12 28 5 85 
 
「老人クラブ」に勧誘されたことがあるか（％）  
 誘われなかった 勧誘されたことがある 合計 
柏原市 8（33.3） 16 （66.7） 24（100） 
東淀川区 32（52.5） 29 （47.5） 61（100） 
合 計 40（47.1） 45（52.9） 85（100） 
 
地域の「老人クラブ」を知っていますか（％） 
 ～69歳 ～79歳  80歳～ 合計(%) 
知っている 23（54.8） 22（61.1） 6 (85.7) 51  (60) 
























































全体％ 52.9 27.1 22.4 21.2 17.6 16.5 
合計 45/85 23/85 19/85 18/85 15/85 14/85 
 
好きな活動・してみたい活動  合計数（全体の％）柏原・東淀川 
カラオケ 25（29.4）  5・20 GBall,GGolf 2（ 2.4） 1・1 
食事会 23（27.1）  8・15  他スポーツ 8（9.4）  2・6 
学習会・見学会 28（32.9） 10・18 近所の見回り 6（7.1）  3・3 
旅行 35（41.2）  9・25 地域交流 4（4.7）  0・4 






これから何をしたいか     合計数（全体の％）柏原・東淀川 
趣味や楽しみ 39（45.9）  8・31 地域に貢献 20（23.5） 9・11 
家族となかよく 38（44.7）  9・29  仕事を続ける 14（16.5） 5・9 
旅行したい 37（43.5）  8・29 新しい技術を 12（14.1） 5・7 
経験役立たせる 21（24.7）  7・14 新しい仕事 4（4.7）  2・2 




未加入の方々の平均値69.87 最年少58 最年長86 中央値70 
年代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代 90歳代 合計 (%) 
会 員 0  0) 7  (5.1) 85 (62.5) 40 (29.4) 4 (2.9) 136 (100) 
未加入 2 (2.4) 40 (47.1) 36 (42.4) 7  (8.2) 0   (0) 85 (100) 
合 計 2 (0.9) 47 (21.3) 121 (54.8) 47 (21.3) 4 (1.8) 221 (100) 
居住状況 
居住 独居 夫婦ふたり 
夫婦と 
子や孫 
子や孫など その他 合計(%) 
会員 32(23.5) 63(46.3) 22(16.2) 15(11.0) 4(0.7) 136(100) 
未加入 17(20.0) 37(43.5) 15(17.6) 13(15.3) 3(5.9) 85(100) 
合計 49(22.2) 100(45.2) 37(16.7) 28(12.7) 7(2.7) 221(100) 
職業 
職業 主婦 自営業 会社員 無職 その他 合計(%) 
会員 46（33.8） 8（5.9） 1(0.7) 80(58.8) 1(0.7) 136 (100) 
未加入 28（32.9） 12（14.1） 12(14.1) 28(32.9) 5(5.9) 85 (100) 

















     A は東淀川地区、B は柏原地区の担当者の面接での発言。 
 








B9 高齢者は増えているのに加入率はものすごく悪いです  









































A10 声掛け運動は会員の皆さんにも伝わっているのですが  
A26 なかなか声をかけ辛い 
A27 60 歳の方に老人というのは、、、。 












B25 世代間交流もできるし、地域の安全にもつながっていい  
B26 地域の人とのつながりができることは嬉しい 
論理的メモ １）これからのクラブのあり方の一つとして捉えている。  
２）本来の地域に根差した「老人クラブ」のあるべき姿として  
  捉えている。 
 
 

































B11 会員さんから、役員さんから話があることはあまりない  
B22 私どものほうで（書類）チェックして訂正しています。  
こちら（社協）でほぼ（書類を）作っている感じです  










A16 あの煩雑な補助金申請をクリアされて活動されている  
A18 ここ数年でかなり審査が厳しく、 
A19 使途を明確にして書類を揃えないと審査が通りません  
B18 ４年くらい前から、報告書がものすごく細かくなって  
書類の作成に膨大なエネルギーが必要 
B19 「増員計画」とは正反対のことを府がしています。 
B20 70 歳代、80 歳代の方たちに、ちょっと酷ではないか 


















































































































高齢者の〈参加したい団体と参加している団体〉平成 25 年 内閣府調査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
